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立川市第４次長期総合計画後期基本計画施策体系案について

後期基本計画策定にあたり、前期基本計画の振り返りや社会潮流の変化等を踏まえ、下記の考え方に

基づき、施策体系の見直しを行う。

なお、見直しにあたっては、第４次長期総合計画基本構想と整合がとれていることを前提とする。

１．施策体系の見直しの考え方

①整理・統合

・前期期間の進捗状況や社会潮流の変化等を踏まえ、施策としての位置付けを見直す必要がある。

・類似、関連性の強い施策を整理・統合することで施策の実効性を高めることができる。

②新設・分割

・後期期間で取り組まなければいけない課題等に施策体系が対応していない。

・前期期間の進捗状況や社会潮流の変化等により、新たに施策として柱立てする必要がある。

③名称変更

・市民に分かりやすい表現となっていない。

・取組内容や取組の方向性と合致していない。

・用いている単語等が関連法令や国・都の計画、社会潮流等に対応していない。

２．主な見直し内容について

政策 前期施策
主な見直し点とその考え方 所管

委員会●前期振り返り、○社会潮流の変化、□関連施策の整理

子ども ・学

び・文化

２
家庭や地域の育

てる力の促進

●○後期期間においても待機児童対策は取組の大きな柱と

なることから、「すべての子育て家庭への支援」と「働く家庭へ

の子育て支援（保育サービス）」を施策レベルで分け、目的と

対象を明確化し、展開の強化を図る。

⇒【後期施策 2】「家庭や地域の育てる力の促進」と 【後期施

策 3】「子育てと仕事の両立支援」に施策を分割する。

厚生

産業

11
男女平等参画社

会の推進

○女性活躍推進法の施行等に伴い更なる女性活躍社会の

実現が求められていること、地域コミュニティの活性化が求め

られていることから、行政経営・コミュニティ政策に位置付けを

見直すことで、女性をはじめとした多様な人材の活躍による

市民活動・地域コミュニティの活性化を促進する。

⇒行政経営・コミュニティ政策へ移動

総務
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政策 前期施策
主な見直し点とその考え方 所管

委員会●前期振り返り、○社会潮流の変化、□関連施策の整理

環境・安全

12
温暖化対策の推

進

○温暖化対策は、分野横断的な対応が求められていること

から、その概念を全ての施策に通底する視点として捉えるとと

もに、生活環境の保全に係る施策と統合することで、広く地

域における持続可能な環境の保全に向けた取組を推進す

る。

⇒施策を統合し、【後期施策 12】「持続可能な環境の保全」

を設定する。

環境

建設
16

快適な生活環境

の確保

18 防犯対策の推進 □防犯や交通安全、消費生活に関する活動が多くの主体と

の連携のもと活発に行われており、相互に関連性が高いこと

から、更なる施策の実効性を高める観点より、施策を統合し

て一体的な管理を行う。

⇒施策を統合し、【後期施策 17】「生活安全の推進」を設定

する。

総務

19 交通安全の推進

20 消費生活の向上

都市基盤・

産業
25

多様な産業の活

性化

○地方創生の観点等から立川で暮らし、働くことを希望す

る若い世代等のまちへの定着を促進するため、産業の活

性化と働く場の創出を施策レベルで分け、目的と対象を明

確化し、展開の強化を図る。

⇒【後期施策 22】「多様な産業の活性化」と 【後期施策 23】

「地域に根ざした働く場の創出」に施策を分割する。

厚生

産業

行政経営・

コミュニティ
‐ ‐

●○公共施設再編個別計画の着実な施行や公有地の有効

活用等の公共施設マネジメントの推進が必要であり、１つの

施策として新設し、展開を強化する。

⇒【後期施策 35】「公共施設マネジメントの推進」を設定す

る。

総務

※施策単位での見直し項目を記載。その他、詳細は別紙「施策体系（基本事業含む）新旧対象表」参照

参考：施策数の推移

子ども・

学び・文化
環境・安全

都市基盤・

産業
福祉・保健

行政経営・

コミュニティ
合計

前期基本計画 11 ９ ６ ６ ５ 37

後期基本計画 11 ６ ７ ６ ７ 37
















